


　株主の皆様には、ますますご清栄のこととお喜び申しあげ

ます。

　平素は格別のご支援を賜り、厚くお礼申しあげます。

　さて、当社第５４期上半期（平成１１年４月１日から平成１１年

９月３０日まで）の営業の概況等につきましてご報告申しあげ

ます。

営業の概況

�

　当上半期のわが国の経済は、公共投資や減税などの景気浮

揚策により、住宅投資など民需の波及効果が生まれ、景気は

緩やかに回復への足がかりをつかんでまいりました。

　このような一般景況のなかで、当社の関連市場である金融

業界につきましては、構造改革が強力におし進められている

ため、全般的には厳しい環境でありましたが、一部の合理化

投資関連機器に対する潜在需要があり、比較的順調に推移い

たしました。流通業界につきましては、スーパー・小売店の企

業収益に伸び悩みはあるものの、合理化に対する投資意欲も

あり、全般的には堅調でありました。自動販売機、自動サー

ビス機器の市場につきましては、低迷が続いていた遊技業界

に明るさが見え始めてまいりましたが、煙草販売機につきま

しては、市場成熟化が進む環境のなか、前年同期と一転して

需要減にみまわれるなど、厳しい環境となりました。

　このような環境下にあって当社は、各市場におけるきめ細

かなニーズに迅速に対応すべく新技術の研究と新製品開発を
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積極的に推進するとともに、開発・設計業務や生産の合理化・

効率化に取り組んでまいりました。この結果、当上半期の売

上高は２９８億６千７百万円（前年同期比７．０％減）となりまし

た。このうち、国内の売上高は２７１億１千２百万円（前年同期

比９．６％減）、輸出の売上高は２７億５千５百万円（前年同期比

２９．４％増）となりました。利益につきましては、全社を挙げて

経費削減やコストダウン活動など経営体質の改善に傾注しま

したが、研究開発費等の増加により売上原価率が悪化したた

め、経常利益は１５億５千９百万円（前年同期比２７．９％減）と、

前年同期と比べて減益となりました。また、中間利益につき

ましては、６億７千２百万円（前年同期比２９４．６％増）と、前

年同期と比べて大幅な増益となりました。これは、前年同期

に大幅な有価証券評価損が発生し、これを特別損失で処理し

たことにより、中間利益が減少したことによるものです。な

お、中間配当金につきましては、１株につき８円とさせてい

ただきました。

�

　売上高を部門別にみますと次のとおりであります。

　当部門は、国内につきましては、流通業界向けの機器であ

るスーパー向け小型入金機や、警備保障会社向けの売上金入

金機は堅調な販売でありました。また、金融機関向けの機器

は、偽造貨対策の機能を有する硬貨包装機や入金機などが売

上を伸ばし、更に、オープン出納システム機器も合理化に対

する根強い需要に支えられ、販売は増加しました。輸出につ

きましては、紙幣計算機はアジア向けは低調でありましたが、

米国、アフリカ向けが順調であり、販売は増加しました。更

に、米国向けの入金機や硬貨包装機の販売も増加しました。

この結果、当部門の売上高は１０２億６千１百万円（前年同期比

９．１％増）となりました。

貨幣処理機部門

部門的概況
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　当部門は、国内につきましては、ガソリンスタンド向けの
小型現金管理機やスーパー・小売店向けのレジ釣り銭機の販
売は、順調でありました。一方、金融機関向けにつきまして
は、循環式の紙幣入出金機やＡＴＭ（現金自動預け払い機）搭
載の硬貨入出金装置の販売が、投資の先送りもあり減少しま
した。輸出につきましては、欧州向けの紙幣受入装置や紙幣
放出装置が増加するなど、総じて販売は順調でありました。
この結果、当部門の売上高は７９億２千７百万円（前年同期比
７．１％減）となりました。

　当部門は、遊技業界に明るさが見え始め需要が増えたこと
により、玉貸し機やメダル貸し機の販売は増加しましたが、
煙草販売機につきましては、たばこメーカーの営業戦略によ
る特需も一段落し、販売は大幅に減少いたしました。この結
果、当部門の売上高は４８億３千２百万円（前年同期比３８．５％
減）となりました。

　当部門は、金融機関や流通業界向けの多能式紙幣両替機の
販売につきましては減少しましたが、遊技業界の関連機器で
ある景品管理機や玉計数機などの管理機と紙幣両替機の販売
は、順調に増加しました。この結果、当部門の売上高は２９億
９千６百万円（前年同期比１２．１％増）となりました。

　当部門は、主にサービス・修理用部品であり、販売は順調
でありました。この結果、当部門の売上高は３８億４千９百万
円（前年同期比５．４％増）となりました。

会社が対処すべき課題
　下半期の見通しにつきましては、景気はようやく明るさが
出てきたとはいうものの、公共投資や住宅投資の息切れ懸念
や円高による輸出への影響など、先行きに対する不透明感は
拭い切れません。

情報処理機及び貨幣端末機器部門

自動販売機部門

自動サービス機器部門

その他部門
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　一方、当社をとりまく環境は、最大市場である金融業界に
おきましては、合理化投資に対する根強い需要があるため、
ユーザーの期待に応える機器を投入することによって需要の
拡大を図ってまいりたいと考えております。また、流通、交
通業界におきましても、省力化・合理化投資に対するニーズ
を掘り起こすことにより販売の確保を図ってまいりたいと考
えております。自動販売機の市場につきましては、遊技業界
の環境に若干明るさが見え始めたため、関連機器の需要を掘
り起こすことにより、販売の確保を図る予定であります。
　このような情勢のもとで、当社は、グローリー商事株式会
社を１００％子会社にすることで、製・販の一体化を推進し、市
場ニーズにタイムリーに即応できる体制を確立するとともに、
２，０００円札の発行につきましては、顧客ニーズに対する技術開
発に全力を挙げて取り組む所存であります。

■
　当社は、経営基盤の強化と持続的な事業の発展並びに収益
力の向上を図るため、企画、開発から販売、アフターサービ
スまで一貫した競争戦略を展開していくとともに、迅速な意
思決定と経営資源の最適配分を図っていくことが必要と考え、
「株式交換制度」によりグローリー商事株式会社を１００％子会
社にすることを決定いたしました。なお、株式交換期日につ
きましては平成１２年３月１日を予定しております。

■
　当社は、西暦２０００年問題を経営上の重要事項と認識し、顧
客へ提供する製品、社内情報システム、ＣＡＤ・ＣＡＭ等を含む
生産システムと大きく３分野に分けて対応してまいりました。
本年１０月をもってその対応は全て完了しておりますが、危機
管理計画を策定し、万一の不測の事態に備えて対応していく
所存であります。

　株主の皆様には、今後ともなお一層のご支援、ご鞭撻を賜
りますようお願い申しあげます。

平成１１年１２月

グローリー商事株式会社　１００％子会社化について

コンピューター西暦２０００年問題対応状況について
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中間貸借対照表
金額　百万円科　　　目

前　　　期
（１１．３．３１現在）

当　中　間　期
（１１．９．３０現在）

前年中間期
（１０．９．３０現在）

構成比金 額構成比金 額構成比金 額

［資　産　の　部］

６６．１６２，９４１６５．１６１，０７７６６．３６０，９４４流 動 資 産
２６，７９９
２６

２０，４２８
６５７
０

５，３９９
７

１，７６２
６，８３３
６
４３
－

１，１０９
△　１３２

２６，０２４
６６

１８，８９４
６５７
０

５，８５５
７

１，８０５
６，５６６
３６
４１
４２２
７９２

△　９５

２３，７６０
２６

１９，３１６
６５５
０

７，９８８
１１

１，７６０
６，４７４
６
９０
－
９７９

△　１２６

現 金 及 び 預 金
受 取 手 形
売 掛 金
有 価 証 券
自 己 株 式
製 品
材 料
部 品
仕 掛 品
貯 蔵 品
短 期 貸 付 金
短期繰延税金資産
そ の 他 流 動 資 産
貸 倒 引 当 金

３３．９３２，３４４３４．９３２，７５５３３．７３０，９５８固 定 資 産
２３．５２２，４０８２３．１２１，７１１２４．５２２，５４７有 形 固 定 資 産

８，７３２
４３１

１，７５８
４１

３，２４３
８，１８６
１３

８，４２５
４１４

１，６８２
３９

２，９４６
８，１８６
１７

９，０２８
４５３
１，７２７
４９

３，０８５
８，１８６
１７

建 物
構 築 物
機 械 及 び 装 置
車 輌 及 び 運 搬 具
工具器具及び備品
土 地
建 設 仮 勘 定

０．０２９１．７１，５８９０．１３１無 形 固 定 資 産
－
２９

１，５６１
２８

－
３１

ソ フ ト ウ ェ ア
その他無形固定資産

１０．４９，９０６１０．１９，４５４９．１８，３７９投 資 等
５，３１８
１，６１１
６３
１７１

１，３０１
－

１，４４０
△　　０

５，６６９
１，６３６
６３
１４７
１０２
３６３

１，４７１
△　　０

３，７６２
１，６１１
６３
１９６
１，３２３
－

１，４２２
△　　０

投 資 有 価 証 券
子 会 社 株 式
子 会 社 出 資 金
長 期 貸 付 金
長 期 前 払 費 用
長期繰延税金資産
そ の 他 投 資 等
貸 倒 引 当 金

１００．０９５，２８５１００．０９３，８３２１００．０９１，９０２資 産 合 計

（注）　１．記載金額は、百万円未満を切り捨てて表示しております。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（前年中間期）　　（当中間期）　　　（前　　期）
　　　２．子会社に対する短期金銭債権　　１５，１１８百万円　　１４，８８１百万円　　１６，２１９百万円
　　　　　　　　　　　長期金銭債権　　　　１７２百万円　　　　１３１百万円　　　　１５１百万円
　　　　　　　　　　　短期金銭債務　　　１，５６２百万円　　　１，２２９百万円　　　１，４０２百万円
　　　３．有形固定資産の減価償却累計額　　２９，０６２百万円　　２９，８３０百万円　　２９，６０２百万円
　　　４．貸借対照表に計上した固定資産のほか、電子計算機及びその周辺機器の主要部分に

ついてはリース契約により使用しております。

DATA　FILE
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金額　百万円科　　　目

前　　　期
（１１．３．３１現在）

当　中　間　期
（１１．９．３０現在）

前年中間期
（１０．９．３０現在）

構成比金 額構成比金 額構成比金　額

［負　債　の　部］

２７．０２５，７１０２５．０２３，４２３２０．１１８，５０７流 動 負 債
３，７０２
４，５９７
６，２４０
５，０００
１，９９１
１，８８９
－
３７４
１０３
６

１，３５７
４４５
－

３，４１４
４，８１９
６，２４０
５，０００
１，２７６
５５８
－
５１５
４２
３

１，３７２
１８０
０

５，００９
３，７９２
６，２２０
－

１，０８９
１５１
９０
４８８
７５
６

１，３００
２８１
０

支 払 手 形
買 掛 金
短 期 借 入 金
１年以内償還予定社債
未 払 金
未 払 法 人 税 等
未 払 事 業 税 等
未 払 費 用
預 り 金
前 受 収 益
賞 与 引 当 金
設 備 支 払 手 形
そ の 他 流 動 負 債

１．６１，５８６１．５１，４３８７．３６，６６３固 定 負 債
－
２３０
６４１
７１５
－

－
１１５
５９５
７２７
－

５，０００
３４５
６２４
６８９
３

社 債
長 期 借 入 金
退 職 給 与 引 当 金
役 員 退 職 引 当 金
長 期 前 受 収 益

２８．６２７，２９７２６．５２４，８６１２７．４２５，１７０負 債 合 計

［資　本　の　部］

１３．４１２，７３８１３．６１２，７３８１３．８１２，７３８資 本 金
１２，７３８１２，７３８１２，７３８資 本 金

１６．２１５，３９１１６．４１５，３９１１６．８１５，３９１法 定 準 備 金
１２，２０７
３，１８４

１２，２０７
３，１８４

１２，２０７
３，１８４

資 本 準 備 金
利 益 準 備 金

４１．８３９，８５８４３．５４０，８４１４２．０３８，６０１剰 余 金
３，０００
２，０００
３２，２００
２，６５８
（１，７０４

３，０００
２，０００
３２，８００
３，０４１
（６７２

３，０００
２，０００
３２，２００
１，４０１
（１７０

配 当 準 備 積 立 金
試 験 研 究 基 金
別 途 積 立 金
中間（当期）未処分利益
（うち中間（当期）利益）

７１．４６７，９８８７３．５６８，９７１７２．６６６，７３２資 本 合 計

１００．０９５，２８５１００．０９３，８３２１００．０９１，９０２負債及び資本合計

） ） ）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（前年中間期）　　（当中間期）　　　（前　　期）
　　　５．重要な外貨建資産　子会社株式　　　３７８百万円　　　　３７８百万円　　　　３７８百万円
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（１，１０６千米ドル他）　　（１，１０６千米ドル他）　　（１，１０６千米ドル他）
　　　６．保　　　証　　　債　　　務　　　額　　　　１８４百万円　　　　１６１百万円　　　　１８０百万円
　　　７．社債の債務履行引受契約に係る偶発債務額　　　５，０００百万円　　　５，０００百万円　　　５，０００百万円
　　　８．１株当たりの中間（当期）利益　　　　４円９０銭　　　　１９円３５銭　　　　４９円７銭
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中間損益計算書
金額　百万円科　　　目

前　　　期
（自１０．４．１　至１１．３．３１）

当　中　間　期
（自１１．４．１　至１１．９．３０）

前年中間期
（自１０．４．１　至１０．９．３０）

百分比金 額百分比金 額百分比金 額

１００．０６６，７４４１００．０２９，８６７１００．０３２，１２０営 業 収 益
６６，７４４２９，８６７３２，１２０売 上 高

９３．７６２，５５３９５．８２８，６０５９３．７３０，１１２営 業 費 用
８３．３
１０．４

５５，５８２
６，９７０

８４．４
１１．４

２５，２０４
３，４００

８２．９
１０．８

２６，６１９
３，４９３

売 上 原 価
販売費及び一般管理費

６．３４，１９１４．２１，２６２６．３２，００８営 業 利 益
１．４９３８２．７８０４１．６５１６営 業 外 収 益

１７２
１３８
－
６２７

３１
１１６
３７０
２８５

８７
１１７
－
３１１

受 取 利 息
受 取 配 当 金
有価証券評価益
雑 収 入

２．１１，４１７１．７５０７１．２３６２営 業 外 費 用
９５
２７３
４２０
６２８

３７
１３６
－
３３２

４９
１３６
０

１７５

支 払 利 息
社 債 利 息
有価証券評価損
雑 損 失

５．６３，７１１５．２１，５５９６．７２，１６２経 常 利 益

０．０４９０．１３７０．２５４特 別 利 益
４８
０

３７
－

５４
－

貸倒引当金戻入額
投資有価証券売却益

０．２１５６１．５４６９５．９１，８９６特 別 損 失
１５６
－
－

４８
－
４２１

３９
１，８５７
－

固定資産処分損
投資有価証券評価損
過年度研究開発費

５．４３，６０４３．８１，１２７１．０３２０税引前中間（当期）利益
－－０．５１５０法人税及び住民税

２．８１，９００１．９５８０－法人税、住民税及び事業税
－△０．４△　１２４－法人税等調整額

２．６１，７０４２．３６７２０．５１７０中間（当期）利益
１，２３１１，７０８１，２３１前期繰越利益
－６６１－過年度税効果調整額
２７７－－中 間 配 当 額
２，６５８３，０４１１，４０１中間（当期）未処分利益

（注）　１．記載金額は、百万円未満を切り捨てて表示しております。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（前年中間期）　　（当中間期）　　　（前　　期）
　　　２．子会社との取引高　売　　　　上　　　　高　　２７，１１１百万円　　２４，８４０百万円　　５６，２９１百万円
　　　　　　　　　　　　　仕　　　　入　　　　高　　　８，３８４百万円　　　６，８３１百万円　　１５，３１８百万円
　　　　　　　　　　　　　営業取引以外の取引高　　　　６７２百万円　　　　６５０百万円　　　１，１５７百万円
　　　３．過年度研究開発費は、前期末に棚卸資産に計上していた試作に係る研究開発費を損

失処理したものであります。
　　　４．前年中間期まで「販売費及び一般管理費」に含めておりました「事業税」（当中間期

１２２百万円）は、「法人税及び住民税」（当中間期４５７百万円）に含め、「法人税、住民税
及び事業税」として表示しております。

経　
　

常　
　

損　
　

益　
　

の　
　

部

営
業
損
益
の
部

営
業
外
損
益
の
部

特
別
損
益
の
部



　当社の硬貨レジつり銭機〈ＲＴ‐１０〉が１９９９年グッドデザイン賞に

選定されました。

　この商品は、　グローリーの技術と信頼性を証明するベストセラー

つり銭機です。　その性能に加え、使用環境への配慮や、　ユーザーへ

の使いやすさ　・　親切さ、　使用環境に相応しく、　総合的に完成度の高

いデザインであることなどが評価され、　今回の受賞につながりました。

８

グローリーは、　これからも

品質と美しさを備えた商品の

提供を行ってまいります。

●グッドデザイン賞とは
１９５７年、通産省により創設された表彰制度。
すべての工業製品の中から、私たちの豊かな生活を築き
上げる商品が選定されます。

硬貨レジつり銭機 

RT-10R
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９

デジタル情報を売る自販機

実証実験スタート！

　ＪＲ西日本の主要駅の構内に設
置された、デジタルコンテンツ販
売機　―　デジタルキヨスク。
　今年９月１日、通産省の支援の
もと始まったこのプロジェクト
（代表企業：ＪＲ西日本）に、グロー
リーは自動販売機の製作担当で参
画しております。自動販売機の画
面から気に入ったコンテンツを選
び、現金を投入してメモリカード
にコピー。まったく新しい「情報の
販売システム」の誕生です。コン
テンツの種類はニュース、時刻表、
エリア情報、学習ソフト、音楽、
ゲームなど多彩。最近のモバイル
端末を使い、買ったその場で利用
できます。
　今後、この実証結果をもとに本
格的な事業展開が期待されます。

世界初！　
手書き文字を認識する投票用紙分類機

　グローリーは、
世界初の手書き
文字を自動認識
する投票用紙分
類機〈ＧＴＳ‐２００〉
を開発しました。
　これまで、人の
目に頼っていた
手書きの「候補
者名」「政党名」
「○，×」を自動
認識し、もっと

も人手のかかる作業を大幅に軽減し、全国の選挙で開票時間の短縮に貢
献しています。

■自書式投票用紙分類機〈ＧＴＳ‐２００〉

TOPICS



１０

夢。 好奇心。 そして創造力。

（主催）財団法人グローリー小学生育成財団
（協賛）グローリー工業株式会社

第１０回グローリー科学体験教室

　毎年大盛況のグローリー科学体験教室も、ついに１０回目を
迎えました。今回はスペシャル企画として、全国で大好評の
米村傳治郎先生率いる「デジタル・ドリーム・キッズ実験室」を
お招きし、暮らしの中の身近な素材を組み立て電気が起きる
仕組を学びました。こどもたちはキラキラした目で、自分た
ちの作品を抱え、帰路につきました。

■２００年前の電池
を作る。

■電気を自分たちの体で体験。

■大きな音がする�



■事　業　所
　
　　■本　　　社

　　　　　　　　　　〒６７０‐８５６７

　　　　　　　　　　兵庫県姫路市下手野一丁目３番１号

　　　　　　　　　　ＴＥＬ　（０７９２）　９７‐３１３１　（代表）

　　　　　　　　　　ＦＡＸ　（０７９２）　９４‐６２３３

　　■東　京　本　部

　　　　　　　　　　〒１４１‐８５８１

　　　　　　　　　　東京都品川区大崎五丁目４番６号

　　　　　　　　　　ＴＥＬ　（０３）　３４９５‐６３０１　（代表）

　　■埼　玉　工　場

　　　　　　　　　　〒３４７‐０００４

　　　　　　　　　　埼玉県加須市古川二丁目４番地１

　　　　　　　　　　ＴＥＬ　（０４８０）　６８‐４６６１　（代表）

　

■従業員の状況

　　従 業 員 数　　男　性　　１，４４９名

　　　　　　　　　　女　性　　　３４２名

　　　　　　　　　　合　計　　１，７９１名

１１

会　社　の　概　要
平成１１年９月３０日現在

商　　　号　　　

ＧＬＯＲＹ　ＬＴＤ．

設　　　立　　　　　　昭和１９年１１月２７日

資　本　金　　　　　　１２，７３８，４８５，８００円



■役　　　員
　
　　＊ 取　締　役　会　長　　　松　　下　　寛　　治　　
　　＊ 取　締　役　社　長　　　尾　　上　　壽　　男　　

　　取締役副社長　　　川　　内　　浚　　補　　

　　専　務　取　締　役　　　石　　田　　學　　人　　

　　専　務　取　締　役　　　西　　野　　秀　　人　　

　　常　務　取　締　役　　　尾　　上　　勝　　彦　　

　　常　務　取　締　役　　　村　　上　　雅　　俊　　

　　常　務　取　締　役　　　大　　上　　邦　　弘　　

　　取　　締　　役　　　有　　吉　　　　　透　　

　　取　　締　　役　　　牛　　尾　　允　　俊　　

　　取　　締　　役　　　浦　　川　　輝　　三　　

　　取　　締　　役　　　橋　　本　　浩　　一　　

　　取　　締　　役　　　松　　岡　　則　　重　　

　　取　　締　　役　　　松　　下　　秀　　明　　

　　取　　締　　役　　　龍　　田　　信　　也　　

　　常　勤　監　査　役　　　八　　幡　　尚　　弘　　

　　常　勤　監　査　役　　　上　　羽　　昭　　夫　　

　　監　　査　　役　　　池　　内　　久　　和　　

　　監　　査　　役　　　安　　平　　和　　彦　　

１２

１．　＊ 印は、代表取締役であります。

２．監査役池内久和、安平和彦の両名は、株式会社の

監査等に関する商法の特例に関する法律第１８条第

１項に定める社外監査役であります。



１３

会社が発行する株式の総数　　　　　　　　　１２０，０００，０００株

発 行 済 株 式 の 総 数　　　　　　　　　３４，７３０，９６９株

株　　　　　主　　　　　数　　　　　　　　　　　　２，４２８名
（前期末比２名減）

大　　　　　株　　　　　主

株式所有者別分布状況

株　式　の　状　況
平成１１年９月３０日現在

持株比率
（％）

持株数
（千株）株　　　主　　　名

６．０２，０９４日 本 生 命 保 険 相 互 会 社

５．７１，９６９龍 田 紡 績 株 式 会 社

４．７１，６４１株 式 会 社 さ く ら 銀 行

３．２１，１００有限会社オノエインターナショナル

２．９１，０００有 限 会 社 ウ イ ニ ン グ

２．６９０４株 式 会 社 住 友 銀 行

２．６９０４株 式 会 社 三 和 銀 行

２．５８５８第 一 生 命 保 険 相 互 会 社

２．３８０７株 式 会 社 東 京 三 菱 銀 行 

２．１７１５ザ　チェース　マンハッタン　バンク
エ ヌ エ イ　 ロ ン ド ン

金融機関
４３．２％

証券会社
０．４％

外国人など
１４．３％その他国内

法人
１４．９％

政府及び地
方公共団体
０．2％

個人・その他
２７．０％



１４

■決　　算　　日　／　３月３１日

■定時株主総会　／　６月中

■配　　当　　金　／　利益配当金は、毎決算日の最終の株主
名簿および実質株主名簿（以下株主名
簿等という。）に記載された株主また
は、登録質権者にお支払いいたします。
中間配当を行う場合は、毎年９月３０日
の最終の株主名簿等に記載された株主
または、登録質権者にお支払いいたし
ます。

■１単位の株式の数　／　１，０００株

■公告掲載新聞　／　日本経済新聞

■名義書換代理人　／　株式会社だいこう証券ビジネス

■同事務取扱場所　／　〒５４１‐８５８３
　　　　　　　　　　大阪市中央区北浜二丁目４番６号
　　　　　　　　　　株式会社だいこう証券ビジネス
　　　　　　　　　　本社証券代行部
　　　　　　　　　　ＴＥＬ　（０６）　６２０３‐１７５１　（代表）

■同　取　次　所　／　株式会社だいこう証券ビジネス
　　　　　　　　　　全国各支社

■単位未満株式の　／　単位未満株式（１，０００株未満の株式）の
　　　　買取請求　　買取請求は、名義書換代理人にてお取

り扱いしております。
　　　　　　　　　　株券の保管振替制度を利用して預託さ

れた単位未満株式の買取請求は、預託
窓口の証券会社を通じてお申し出下さ
い。

株 主 メ モ




